
〇 バーゼル銀行監督委員会（2015年7月）

「銀行のためのコーポレート・ガバナンス諸原則」

― コーポレート・ガバナンスのグローバル・スタンダード
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取締役会

• 取締役会はその責任を遂行するのに適していなければならず

効果的な監視を促す構成を保持していなければならない。

• このため、取締役会は十分な数の独立取締役を含むべきで

ある。

※作業部会の当初案は「独立社外取締役は過半を占めるべきである」

であった。 日本だけがこれに反対、上記表現に決着した経緯。

• 取締役が、知識とスキルを取得し維持し強化して責任を果た

すのを助けるために、取締役会は取締役が導入プログラムに

参加し、適切な問題について継続的なトレーニングが利用で

きることを確保すべきである。

• 取締役会は十分な時間、予算および他の資源をこの目的の

ために費やし、必要に応じて外部の専門性を利用すべきであ

る。

• 財務、規制またはリスク関連の限られた経験しか持たない取

締役をトレーニングし最新の状態を保ち続けるために、より広

範な努力をすべきである。
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取締役会の議長

• チェック・アンド・バランスを促進するため、取締役会の議長は

独立取締役、あるいは、非執行取締役が務めなければならな

い。

• 取締役会の議長が執行の責務を担うことが許されている法域

では、たとえば、主導的な取締役、シニアな独立取締役また

は類似の地位を置いて、取締役会をより多くの独立取締役で

構成するなど、銀行のチェック・アンド・バランスへの悪影響を

軽減する措置を講じるべきである。
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リスクアペタイト

• 取締役会は、リスクアペタイトの策定で積極的な役割を果たさ

なければならない。

• 取締役会は、リスクアペタイトが、銀行の戦略、資本および財

務計画や報酬慣行と整合的に策定されるよう確保しなければ

ならない。

• 銀行のリスクアペタイトは、容易に理解できるリスクアペタイト・

ステートメント（RAS）によって取締役会、上級管理職、銀行職

員および監督当局等すべての適切な関係者に対して明確に

伝達されなければならない。
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ダイレクト・アクセス

• 正規の指揮命令系統（レポーティング・ライン）は銀行によって異な
ることもあるが、CROは、取締役会/リスク委員会に対して、何の
障害もなく、レポートしたり、直接アクセスできなければならない。

• CROは、明確かつ理解できる方法で、リスクを解釈したり、明瞭に
表現する能力を持たねばならない。主要なリスクの問題について
取締役会と経営者の間で、建設的な対話が有効に行われるように
する能力を持たねばならない。

• CROと取締役会/リスク委員会との協議は、定期的に行われるべ
きである。

• CROは、執行取締役の同席なく、取締役会またはリスク委員会と
会合を持つことができるようにしなければならない。

チャレンジ

• 上級管理職は、銀行のリスク分析で用いられるシナリオを定義し
て承認しなければならない。そして、取締役会は、適宜、それらを
レビューして、効果的なチャレンジ（異議申し立て）を行わなけれ
ばならない。
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監査委員会

• システム上重要な銀行には監査委員会の設置が求められる。

他の銀行にも、規模、リスク特性または複雑性に応じて、監査

委員会の設置が強く推奨される。

• 監査委員会は、他の委員会からはっきりと区別する必要がある。

• 監査委員会の委員長は独立取締役が務めなければならない。

他の委員会の委員長、取締役会の議長は、監査委員長を兼務

できない。

• 監査委員会は、独立取締役または非執行取締役のみで構成さ

れなければならない。

• 監査委員会には、監査実務、金融レポーティング、会計の経験

者を含めなければならない。
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内部監査

• 内部監査機能は、取締役会に独立した保証を提供し、取締役会

と上級管理職が実効的なガバナンス・プロセスと銀行の長期的な

健全性を促進することを支援する。

• 取締役会と上級管理職は、以下により、内部監査機能の独立性

を尊重し、促進しなければならない。

― 内部監査報告書が上級管理職による選別なしに、取締役会

に提供されること、そして内部監査人が取締役会あるいは取締

役会・監査委員会に直接アクセスすることを確保する。

― 内部監査機能の部門長の第一義的なレポーティング・ライン

を取締役会（あるいは同・監査委員会）とする。そして取締役会

あるいは・同監査委員会）は、内部監査機能の部門長の選任、

パフォーマンスの監視、および、必要があれば、解任について

責任を持って行う。

― 内部監査部門長の異動があったときはその旨を開示する。そ

して、銀行はその異動の理由に関して監督当局と意見交換を

しなければならない。
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